
 

ⅤⅤ 産産業業振振興興のの基基本本戦戦略略のの整整理理

これまでの考察してきた、本市の産業を取り巻く現状や各産業分野の現状と課題（「強み」、「弱

み」）、産業を取り巻く社会情勢（「機会（チャンス）」、「脅威」）を別表「ＳＷＯＴ分析」により整理

し、本市が目指すべき産業振興の「横断的基本戦略」と、戦略をより実行性のあるものとするため

の「戦略の加速化」について、以下のとおり導きました。

１１ 横横断断的的基基本本戦戦略略

足足腰腰をを強強めめ、、地地力力をを高高めめるる

山川海がすべてそろった豊かな自然環境を背景に、多様な農産物、全国有数の森林資源、ブ

ランド力のある水産資源を有する本市ですが、高齢化の進展や担い手の不足などにより、第

次産業の生産力が低下しています。

一方で、「食」の安全・安心や健康志向、自然回帰志向などの高まりに伴い、農林水産物そし

て職業としての農林水産業への関心が高まりつつあり、こうした流れを的確に捉え、担い手の

確保・育成はもとより、生産性と生産量を高める取組みや産地化、ブランド化などにより、産

地としての維持・強化を図ります。

また、商店街（中心市街地）をはじめとする小売店や建設業などを取り巻く環境は厳しい状

況が続き、製造業や商工業の販売額・生産額は一定回復傾向にあるものの、まだ十分とは言え

ない状態です。

市民との協働による「地産地消」（地元で購買する、地元企業・地元産品を使うこと）を促進

することで、市外へのお金の流出を少なくし市内における経済の循環を大きくするとともに、

観光とも連携した商店街（中心市街地）等の魅力・賑わいづくりへの取組み、食品加工や木材・

木製品など本市の一次産品を活用した製造業の底上げ、地震防災対策における施設の長寿命化

や関連施設整備などを通じた建設事業費の確保などに努めます。

産産業業間間のの連連携携をを強強化化すするる

国内市場が縮小していくことが懸念される中、他地域との競争に打ち勝っていくためには、

各産業分野の産業基盤を強化（「足腰を強め、地力を高める」）するとともに、産業間が連携し

て、本市の特色、地域資源を活かした商品や製品などを生み出していくことが重要です。

このため、産業間の連携を一層促進し、一次産品の特色を活かした商品開発・販売促進（ 次

産業化）や「食」の磨き上げなど、全国に通用し競争力のある商品づくりを進めます。

また、すそ野が広く、各産業分野の有機的な連携を促し相乗効果をもたらす観光分野におい

て、観光を切り口にした産業間の交流と連携を深め、「食」の磨き上げや商品開発、各種イベン

トやグリーンツーリズムなど、観光資源、商品としての磨き上げを図り、周遊ルートなど面的

に広がりのある観光地、滞在型・通年型の観光地づくりを進めます。

情情報報発発信信とと外外商商のの強強化化

地域間競争が激化している中、市外・県外市場に向けた市産品や観光などの情報発信力と販

売（外商）力が問われています。

こうした中、四万十川を中心に全国的な知名度は高いものの、大消費地から遠く、経営基盤

が弱い小規模・零細事業者が多い本市は、これら取組みが十分とは言えず、個々の事業者の取

組みにも限界があります。

このため、各事業者の情報発信力と販売（外商）力強化への支援はもとより、各事業者、各

 

や最先端の研究活動を実用化につなげるとともに、地域に入り協働による課題解決や専門人材

の育成に取り組むなど、地域を志向した教育・研究・社会貢献活動が活発になっています。

また、金融機関においても、自治体と「産業振興にかかる包括協定」を締結するとともに、

地域密着型金融機関としてのノウハウを活かした様々なサポートにより地域活性化、産業振興

に貢献しようとする動きが活発になっています。

脅脅威威ににななるる社社会会情情勢勢

経経済済ののググロローーババルル化化とと不不透透明明なな情情勢勢

国境を越え世界規模で人・物・金が移動し、経済のグローバル化が進んでいます。

そのため、原油価格や資源価格の高騰、金融不安、貿易摩擦などをはじめとする世界情勢が、

少なからず日本にも波及する状況にあり、直接的に身近な産業、生活に影響を及ぼしつつあり

ます。

日本経済は回復しつつあると言われる一方で、世界経済が不安定な中、日本経済への様々な

影響が懸念され、不透明な情勢は続くと考えられます。

自自由由貿貿易易のの拡拡大大

日本ではこれまで、世界の貿易ルールを決める （世界貿易機関）での交渉では、先進国

と途上国が対立し停滞するため、様々な国や地域と２国間での自由貿易協定（ ）や経済連

携協定（ ）を行ってきましたが、 ８年 月 日には、アジア太平洋地域 か国

で「環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定」（ ）が発行されまし

た。

こうした貿易自由化の流れは加速しており、関税の撤廃により安い農作物（米など）が流入

し、日本の農業に大きなダメージを与えるなど、国内産業に大きな影響を及ぼすことが危惧さ

れます。

地地域域間間競競争争のの激激化化

超高齢化・人口減少社会を迎え、国内市場が縮小していくことが懸念される中、インターネ

ットなどのＩＣＴ（情報処理・通信技術）や物流の進歩は、人・物・情報の交流の飛躍的な進

展をもたらした一方で、全国の地域との市場争奪戦を生み、地域間競争を激化させています。

このため、地域のブランド化や一次産品の高付加価値化などによる他地域との差別化と情報

発信や販売（外商）の強化など、集客と販路拡大に向けた取組みが求められています。
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関係機関が連携した、インターネットなどの情報発信・販売ツールを効果的に活用した一元的

な情報発信とアンテナショップや各種物産展・商談会、旅行エージェントや各種媒体など、あ

らゆる機会、チャンネルを活用した組織的な販売（外商）活動を推進します。

産産業業のの担担いい手手、、人人材材のの確確保保・・育育成成

担い手と人材の確保・育成は、全産業分野に共通する重要な課題です。人口減少が進む中で

人手不足も深刻化しており、外国人材の受入れも視野に、国・県と連携しながら人手不足の解

消に努めます。

また、産業分野それぞれにおいて、新規就業や起業、事業承継などに向けた課題を整理し、

課題に応じた担い手の確保策を推進します。

さらに、本市の産業を活力あるものとし、将来に渡って持続的に発展させていくためには、

各産業分野、各地域において、新たなことに果敢に挑戦しようとする志と、そのための知識や

技術を持った人材が何より重要です。産学連携や産業支援機関などが行う人材育成プログラム

を積極的に活用し、こうした人材の確保・育成を図ります。

２２ 戦戦略略のの加加速速化化

計計画画推推進進体体制制とと支支援援策策のの強強化化

産業振興計画は、農業、林業、水産業、商工業、観光の各分野に加え、産業間の連携による

地産地消、地産外商など、振興を図る分野が多岐にわたりますので、庁内関係各課が連携し、

全庁一体となって推進していく必要があります。

また、官民が共通意識のもと協働して推進していくとともに、計画をより効果的で実行性の

あるものとするため、計画の進捗状況や検証、修正、追加など、 サイクルによるフォロ

ーアップを毎年行い、バージョンアップを図っていくことも必要です。

そのため、庁内の推進体制を明確にするとともに、産業関連団体の代表者や学識経験者等を

交えたフォローアップ体制を構築し、計画の推進を図ります。

加えて、市民の方々や各産業に携わる方々が市産業の発展に向けて力を合わせて取組めるよ

う、民間や地域の方々の頑張りに対し、国・県支援策の活用に向けた相談・支援を充実してい

くとともに、市としての公平性を確保しつつ、市独自の支援策の強化も図ります。

特に、国が進める「地方創生」を絶好のチャンスと捉え、国への要請や財源確保に努め計画

の推進を図ります。

県県産産業業振振興興計計画画ととのの連連携携とと協協働働

県では、いち早く産業振興計画を策定し、既に第３期目の計画として推進が図られています。

そのため、県計画推進の一翼を担う本市の産業振興計画は、県計画の基本方向や取組方針、施

策と方向性を合わせつつ、本市の特色や地域性をより色濃く、細やかに打ち出した計画として

策定します。

そのうえで、市独自の計画推進を図りつつ、熟度、波及効果の高いプランについては、県計

画の地域アクションプランに積極的に提言していくとともに、全県的な戦略品目の産地化やブ

ランド化、地域産品の外商や観光客の誘客におけるセールス・プロモーション活動など県全体

のスケールメリットを活かした方がより効果的な取組みについて、積極的に連携・協働してい

くことで、より効果的な計画推進を図ります。
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産産・・官官・・学学・・金金・・労労・・言言のの連連携携

産業の集積が少なく、小規模・零細で経営基盤の弱い事業者が多い本市では、事業者独自で

生産や販売活動における専門知識や技術の習得、製品開発など新たな事業展開を図るうえでの

調査分析や技術開発を進めることは困難な状況です。

そのため、「学（教育機関）」が持つ専門知識や調査研究・開発力、「金（金融機関）」が持つ

情報力、経営ノウハウ、資金力を「官（行政機関）」の持つ調整機能、資金により連携を促し、

「産（産業界）」の生産や販売の強化、地域資源を活かした商品づくり、さらには、産業人材の

育成を促進し、計画の推進を図ります。

加えて、「労（労働団体）」や「言（メディア）」の参加・協力を得ることで、「産・官・学・

金・労・言」の連携と協働による計画の具現化を推進します。

移移住住促促進進にによよるる活活性性化化

少子高齢化、過疎化が全国に先駆けて進む本市では、中山間地域の厳しい現状はもとより、

担い手の不足により市産業全体の活力が低下しているとともに、市内の市場も縮小を続けてい

ます。

その一方で、自然回帰志向により、「いなか暮らし」や「スローライフ」への関心の高まりな

どから、本市への移住希望者が増加しているとともに、魅力とやりがいのある職業として農林

水産業への関心も高まっています。

こうした機会（チャンス）を捉え、移住促進策を強化することで、各産業分野そして地域の

担い手の確保に加え、移住による市内市場への経済波及効果により、計画の推進を図ります。

持持続続可可能能なな社社会会のの実実現現

自動運転モビリティの社会実験結果を踏まえた自動運転技術の実装化など、 、 、自動運

転、５Ｇなど近未来技術や科学技術研究の成果や最新の知見等を活用することで、地方創生に

つなげていくことが、今後重要になってくることから、こうした近未来技術の社会実装等によ

る新しい地方創生を念頭に取り組みを行います。

また、 年９月の国連サミットにおいて、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包

摂性のある社会の実現のため、「持続可能な開発のための アジェンダ」が採択されました。

その中で持続可能な開発目標（ ）として、 の目標

と のターゲットが掲げられています。
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進します。
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